
番　　　号
平成○○年○月○日
  一般社団法人　環境共創イニシアチブ
　　代　表　理　事　　赤　池　　学　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○県○○市○○一丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○株式会社
代表取締役　　○○　○○　　印
平成２９年度省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）補助事業財産処分承認申請書
    
　平成○○年○月○日付けＳＩＩ○○○○○○○○○○○をもって交付決定のあった経済産業省からの省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る補助事業について、省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）交付規程第２２条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

記
１．処分しようとする財産及びその理由（別紙）
　　
２．相手方（住所、氏名、使用の場所及び目的）
　　住所　　　　　〒○○○-○○○○

○○県○○市○○町○丁目○○番○○号　(承継者住所)
　　氏名　　　　　○○○○株式会社(承継事業者名)
　　　　　　　　　代表取締役　○○　○○(承継者　代表肩書、氏名)
　　使用の場所　　〒○○○-○○○○

○○県○○市○○町○丁目○○番○○号　○○○株式会社○○○事業所
　　目的　　　　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
３．処分の条件

事象の発生する可能性がある場合は、事前にＳＩＩに相談してください。
４．参考書類
以上


※一般社団法人　環境共創イニシアチブの省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）は、経済産業省が定めた省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）交付要綱第３条に基づく国庫補助金を省エネルギー効果が高いと見込まれ、費用対効果が優れていると認められる設備・技術を導入しようとする方に交付するものです。
(注)売却、譲渡、交換、貸与、担保提供の相手方のある場合は、それぞれ相手方及び条件について記載すること。
　（別紙）
処分しようとする財産及びその理由
	財産の名称
	仕様
	数量
	処分の方法
	処分の理由
	備　考

	○○○○○○○○○○○○○○○○
	○○○○○○○○○○○○
	○○
	○○○○○○
	○○○○○○○○○○
	


(注)１．処分の方法として売却、譲渡、交換、貸与、担保提供等の別を記載する。自己使用の場合は、用途を記載すること。

　　２．取得財産が共有の場合は、備考に共有相手先及び共有比率を記載すること。

自社で文書番号を付けない場合、


この『番号』の文字は削除





共同申請の場合は


全事業者を記載





交付決定通知書番号





◆取得財産等は、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意持って管理し、


　補助金の交付目的に従って、その効率的運用を図らなければなりません


◆やむを得ず、取得財産等の処分制限期間（法定耐用年数）内において、財産処分


を行う時は、事前にＳＩＩに連絡し手続き、書式、必要書類に関してはその都度、


ＳＩＩに確認を行う


【注意】


採択年度（複数年事業の場合は最終年度）の交付規程書式を使用する


処分日までに手続きが間に合うように、余裕を持って手続きを行う





削除不可









